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（学位論文審査委員全員の審査により判定した。） 
５ 論文審査の結果の要旨 
 
 鈴木論文「地域政策の来歴とパラダイム転換――分権と自治が拓く包摂社会への視座」は、第
二次大戦時から現代にいたるわが国の地域政策を国土計画との連続性のなかで国土計画的施策と
して検証し、これまでの地域政策の論理と限界を明らかにした上で、国際化・少子化等の時代潮
流や災害の時代に相応しい新たな地域政策のパラダイムを提案したものである。鈴木論文は、序
章、第１部「地域政策をめぐる課題と方法」（１～４章）、第２部「戦後地域政策のパラダイム形
成」（５～８章）、第３部「地域政策の新たなパラダイムを探る」（９～12章）、終章の３部・14章
構成でこの課題にこたえている。 
 以下、「論文博士学位論文審査要項」にしめされた６つの審査項目に従って、審査結果の要旨を
述べる。 
 
（１） ①自治、自立、共同、人間発達の観点から地域をとらえること、②2005年を境に日本が
貿易国家から投資国家へ変貌する中で産業空洞化と東京一極集中の同時進行により地域の経済が
縮小していることを柱に、中央による一律のものでなく地域ごとに地域づくりを進めることの重
要性が問題意識に据えられている。そうした問題意識から設定されたテーマとして「地域政策の
来歴とパラダイム転換――分権と自治が拓く包摂社会への視座」は妥当である。 
（２） ３部構成により、時間軸に沿いつつ、地域の事例を分析する方法がとられ、その点で一貫
している。 
（３） 一部不十分な点も見受けられるが、全体として、国内文献の参照は適切になされている。
なお、外国語文献の参照が記されていないことが検討会で問題とされたが、日本の地域政策の展
開に議論を絞った論文であり、決定的な問題ではないと判断した。 
（４） 論文全体を通じて豊富な資料・文献が適切に提示されている。また、二次的な文献資料を
利用する際にも、適切な引用がなされている。 
（５） 国土計画的枠組みの下で展開してきた地域政策が、それが産業構造の高度化や生産
力の強化の面で機能してきたとしても、地域住民の日常的な生活の視点からは、将来展望を
見いだしがたい影響を及ぼしていくために、代替的な地域政策のパラダイムを提起せざるを
得なくなることを、実証的に明らかにした。愛知南部地域に焦点を当てた工業開発論の研究
がほとんど類例ないだけでなく、それを産業開発の面にとどまらず、水資源・交通・都市開
発・海洋開発等、住民の生活・生業条件の再編整備と一体的に分析・検証した研究として、
歴史的実証性の高い論文と評価できる。また、これらを通じて地域政策の歴史的なパラダイ
ム転換を提起する論理展開も評価できる。 
（６） 第二次大戦時から現代にいたるわが国の地域政策を国土計画との連続性および国土計画
的施策として検証し、従来の地域政策の限界を明らかにしたうえでグローバル化、少子化、災害
の時代といった時代の流れにふさわしい、分散型地域自治を基礎とした地域政策へのパラダイム
転換の方向性をしめした点に本論文の独創性があり、博士論文にふさわしい水準となっていると
判断する。 
 
以上に加え、すでに多くの論文を発表しており、また関連学会でも活発に活動するなど、研究
を進めるうえで必要な知識、能力は十分なものであると判断できる。 
なお、論文発表会で３件、論文検討会で 10件の質問が出された。いずれの質問に対する回答も
適切であり、本論文の到達と限界についても自覚されていて、今後の研究への期待を感じさせる
ものであった。 
 
 以上を総合し、審査委員全員一致して、博士論文として鈴木論文を合格とすることを決定した。 
